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されてきた代表的なモデルが三種類ある。（表 1 を参照） 
 
表 1  開発モデル分類表 
 政府直轄方式 公社・公団方式 民間開発方式 
土地取得方式 無償収用 土地購入、または 土地購入 
  債券発行  
資金の出所 財政資金投入 公的融資、 企業の内部資金 
  または基金         またはローン 
投資の回収形式 土地譲渡収入＋ 土地譲渡収入＋ 土地譲渡収入 














































































































発区では 103 社の外国投資企業が操業を開始し、52 社の外国投資企業が試運転を始めた。
開発区は第一次の投資ブームを迎えた。 
 同段階までのインフラ投資資金は主に財政資金で、後の投資額と比較して規模は非常に
小さかったと言える。（図 1 を参照） 















資分）の比重が大きい。1999 年末まで、開発区におけるインフラ累積投資額、約 84 億元























借用期間 5年 10年 15年 20年 25年 …　… 50年
土地価格（元/㎡） 180 235 280 310 310 290-385   
 ・工業用水 2.2元/T、商業用水 3 元/T 
 ・電気代：非住民照明用：0.64元/KWH 
        普通工業用：0.65元/KWH 
       大工業園区：0.5～0.52 元/KWH 
 ・エネルギー：蒸気：    170 元/T 
        暖房：   30 元/㎡ 







比率は 1：3 で、全国の他の経済技術開発区よりずっと高い。（図２，３を参照） 
 7
 1999 年までの累計・民間固定資産投資額の各項目の内訳は、図３のようである。プロジ
































統計によると、1949 年から 1979 年まで、東、中、西部地区における国民総生産額の年平
均伸び率の比は 6.8：6.7：7.3(％)で、中部と東部の伸び率は殆ど変わらなかった。しかし、
1980 年～1988 年の間では、東、中、西部地区におけるその年平均伸び率の比は 19.9：16.2：
15.8(％)になって、格差は明らかに広がった。一人当たりの国民総生産額の違いも、1984
年の 1：0.62：0.50 から、1995 年には 1：0.45：0.31 になった。産業構造の面から見れば、
1985 年から 1994 年の十年間で、この三地区における工業総生産額の年平均伸び率の比は
1.42：1.06：１に拡大した。東部地区の工業総生産額が、全国の工業総生産額に占める割合
は、1985 年の 46.3％から 1994 年には 66.5％へ上昇したが、一方、西部地区の同時期にお
けるその割合は、12.8％から 11.3％に下がった。1998 年には、西部９省区の工業総生産額





















の開発区を例にとれば、全省 22 ヵ所の開発区の中で、投資効果が良かったのは 4 ヵ所、普

















































































































































































































































































































表 2 エネルギー・通信サービス価格の比較 
水 道 水 電     力 熱エネルギー 
水道代 元/m3 増容費 電気代 元/kw/時間 増容費 
 
増容費 









大連開発区 2300 1.5 1.2 2 550 450 12 0.502-0.515 0.4 0.64 100,000 30 
天津開発区 00-60 1.6 1.2 1.8-2 1100 900 15 0.53-0.6 0.39 0.58 80,000 25 
北京開発区  1.3 1 1.3-2.4   23-30 0.24-0.69 0.36 0.26-0.43  30 
沈陽開発区 500 0.7  0.6-1  660 10 0.4-0.52   150,000  
昆明開発区  1.5  1.9  400-450  0.32-0.33 0.39 0.42-0.67 
  
広州開発区 800 1.75 1.55     0.52   
  
蘇州開発区  1.4 0.97     0.69   
  




表 2 （つづき） 
熱エネルギー ガス 電信 























大連開発区 170 4.45 8   LPG1.35 1.35 1.35 600 300 
天津開発区 99 4.63 6.5 750 1500 
都市ガス 
2.4-3.6 1.6 2.4-3.6 1,000 
 
 
北京開発区 105.02 10.8 10.8   1.8 1.4 1.8-3 2,600  
沈陽開発区 115 25.41 25.41 500  1.3 1 1.6 500  
昆明開発区    140 330 
都市ガス 
0.89 0.79 1.5   
広州開発区 5.1元/m3 4.2         
蘇州開発区           




表 3 土地価格の比較 
 工業用土地価格水準（元/㎡） 商業旅行 付注 
借用期間 5年 10年 15年 20年 25年 30年 35年 40年 45年 50年 70年 
用地 
元/㎡  
大連開発区  180 235 280 310 335  365  290-385    
天津開発区 100 168 210 230 246 258 266 271 276 280    
北京開発区          450-600    
沈陽開発区          216    
昆明開発区  170-200  250-300  280-340  290-350  300-360 120-180   
広州開発区          450    
蘇州開発区          400   
(政府補助) 
200-300 
寧波開発区          360(180)    
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